
日本の「火力の脱炭素化」政策の現状と問題点
アンモニア混焼・CCSによる石炭火力の継続ではなく
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COP26 グラスゴー気候合意 世界は1.5℃ 脱石炭へ
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第3回CMA（パリ協定締約国会議）カバー決定

前文 気候変動は人類共通の関心事。締約国は人権、健康の権利・・を考慮すべ
き

科学と緊急性
（1）

利用可能な最良の科学が重要
影響は既にすべての地域で出現
この10年の取り組みが決定的に重要

（2） 残余のカーボンバジェットの急速な減少に警戒と懸念

排出削減対策
（1）

2℃よりも影響がはるかに小さい1.5℃にに抑える努力を決意をもって追求
2030年までに2010年比45％、2050年実質ゼロにし、決定的に重要な今後
の10年の行動を加速

（2）
COP27で野心と実施拡大の行動計画を策定
各国に2022年末までに2030年目標を強化して提出

（3）
クリーン電力の急速な拡大、排出削減対策（CCUS付帯）の講じられてい
ない石炭火力発電のフェーズダウン（段階的逓減）、非効率な化石燃料へ
の公的支援のフェーズアウト（段階的廃止）の加速



IEA：2050年ネットゼロに向けたセクター別ロードマップ（2021）
この10年の削減 石炭火力の廃止に重点
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電力部門（青色）
2021 CO2対策がとられて

いない新規石炭火力
発電の建設停止

2030 先進国でのCCUS対
策のとられていない
石炭火力発電の廃止

2035 先進国のすべての電
気がネットゼロ電源に

2040 世界のすべての電気
がネットゼロ電源に

IEA・IGES訳
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世界の趨勢

ロシアのウクライナ侵攻後、よりエネルギー自立の加速へ



日本：石炭火力をベースに これからも輸入水素・アンモニア混焼で継続方針
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2014 4 第4次エネルギー基本計画

2015 6 長期エネルギー需給見通し

2015 12 COP21　パリ協定1.5ー2℃目標

2016 4 石炭アセスについての大臣合意　石炭新設を推進

2018 7 第5次エネルギー基本計画 全方位の複線シナリオあらゆる選択肢を追求 高効率石炭　水素　CCS

2018 10 IPCC1.5℃特別報告

2019 6 エネルギー長期戦略 2050年 あらゆる選択肢を追求 再エネ・原子力・水素・CCUS

2020 10 14 JERAゼロエミッション2050 アンモニア・水素混焼、専焼化も アンモニア・水素

2020 10 26 菅首相　2050年カーボンニュートラル宣言

2020 12 25 経産省グリーン成長戦略 2050年暫定値　再エネ50～60％
原子力・火力＋CCUS 30％

水素・アンモニア10％

2021 4 22 2030年目標引き上げ　2013年比46－50％

2021 10 23
第6次エネルギー基本計画

長期エネルギー需給見通し

2030年 石炭19％、水素アンモニア１％

2050年　あらゆる選択肢
水素・アンモニア・CCUS

2021 11 13 COP26 グラスゴー気候合意「unabated」石炭火力の段階的削減 

2022 1 17 岸田首相　所信表明 水素・アンモニア　アジアの有志国と推進

2022 3 1
省エネ法・高度化法・JOGMEC

法・電気事業法束ね法案

省エネ法/高度化法 グレーアンモニア・水素を非化石エネルギーとして推進

高度化法 CCUS推進

JOGMEC法 海外・国内グレーアンモニア・水素調達、CCUS債務保証

電気事業法 非効率石炭廃止　事前届出制

2030年13年比26％　石炭26％　再エネ22－24％

2030年目標なし　石炭・原子力　ベースロード電源（第5次も）



JERA主導：石炭火力の延命に「火力の脱炭素化」水素・アンモニアを燃料に
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2020.10.14発表

グリーンイノベーション基金（NEDO 2兆円）からJERA/ IHI 279億円
アンモニア高混焼微粉炭バーナー及びアンモニア専焼バーナーの開発と実装、
アンモニア混焼率50％以上の混焼技術の確立と商業運転実施の可否の判断



日本の「2050年カーボンニュートラル」とは
2050年再エネ（参考値）50～60％止まり。残りは原子力と「火力」？

「2050年カーボンニュートラルに伴うグリーン成長戦略」(経産省2020.12.25）
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原発
・

火力

水素・ア
ンモニア

再
エネ

2050年
新

2021年8月4日資料５

2050年
需要量？

30~40％

50~60％

10％

2020年12月25日経産省成長
戦略では30～50増加とも記載

対策

低い

新



• 脱炭素型の火力発電への置き換えに向け、アンモニア・水素等の脱炭素燃料の混焼や
CCUS/カーボンリサイクル等の火力発電からのCO2排出を削減する措置（アベイトメン
ト措置）の促進

• 具体的には、非効率な火力、特に非効率な石炭火力については、省エネ法の規制 強化に
より最新鋭のＵＳＣ（超々臨界）並みの発電効率（事業者単位）をベンチマ ーク目標と
して設定する。その際、アンモニア等について、発電効率の算定時に混焼分の控除を認
めることで、脱炭素化に向けた技術導入の促進につなげていく。

• 燃料アンモニアについても、各工程における高効率化 に向けた技術開発や、燃料アンモ
ニア普及後には生産時に排出されるＣＯ２のより 効率的な抑制を図るための技術開発及
び環境整備を進めていく。

• アンモニ アの燃料としての利用を促すため、燃料アンモニアの法制上の位置付けを明確
化す る。さらに、燃料アンモニアの国際的な流通、活用に向け、引き続き相当程度の石
炭火力利用が見込まれる東南アジア等への混焼技術の展開を行いつつ、燃料アンモ ニア
の仕様や燃焼設備におけるＮＯｘ排出基準の国際標準化も図る。

（第6次エネルギー基本計画 2021.10.22）

8化石由来を前提の「脱炭素燃料」ライフサイクルCO2について言及なし

第６次エネルギー基本計画におけるアンモニア、CCSの位置づけ



2022.3.1 省エネ法など一括改正法案提出
石炭火力＋グレーアンモニア、CCSの推進を法制化へ

• 省エネ法（電力も）
・目的変更 非化石エネルギーの拡大
＊「非化石エネルギー」 ＝化石エネルギー以外のすべて

グレー・ブラウンアンモニア、水素を含む

・定期報告・中長期計画報告で推進

• 供給構造高度化法（供給側）
・水素・アンモニアを非化石エネルギーに位置付け
・CCS火力を位置づけ、利用促進

• JOGMEC法（海外対応）
・水素・アンモニアの製造・貯蔵の出資・債務保証
・海外・国内でのCCS事業、地層探査に出資
債務保証

• 電気事業法（非効率火力）
・発電所の休廃止 事前届け出制に
早期退出に牽制も
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2021.4.23「石炭火力検討ワーキンググループ中間とりまとめ」
省エネ法の発電効率水準の算定において、当面は、グレー・ブラウ
ンアンモニアの混焼分も、エネルギー消費量から除く。



2022.2.25 資料４ 今後の火力政策について
10

燃料アンモニア導
入官民協議会中間
報告（2021.2）

現在の世界全体の
アンモニア貿易量
2000万トン
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2021年4月9日石炭WG資料に加筆 2021年7月13日基本政策分科会

日本の石炭火力発電所
2030年目標を13年比26％⇒46％減（石炭26％⇒19％）の対策？

2600億ｋWh⇒1900億ｋWh4791万kw 4800万kw

新規火力700万kw増
図に数字なし。電力排出係数の改定もなし
非効率石炭フェードアウト計画は不明



日本の特殊事情

これからも石炭火力発電
所の新設が続く

非効率石炭の早期退出も
抑制

・気候目標との整合性？
・経済合理性は？
＊IEA：先進国は2030年
までに石炭火力を廃止へ

パリ協定発効後の大型石炭火力発電所新設
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都道府県 企業名／運営会社 名 称
設備容量 (万

kW)
運転開始年（予

定年）

広島 大崎クールジェン 大崎クールジェン 16.6 2017

長崎 九州電力 松浦2号機 100.0 2019

秋田 東北電力 能代3号機 60.0 2020

広島 電源開発 竹原新1号機 60.0 2020

茨城 鹿島パワー 鹿島火力2号機 64.5 2020

福島 勿来 IGCC パワー IGCC勿来発電所 54.0 2021

茨城 常陸那珂ジェネレーション 常陸那珂１号機 65.0 2021

福島 広野 IGCC パワー IGCC広野 54.0 2021

兵庫 コベルコパワー神戸第二 神戸発電所新１号機 65.0 2021年度

愛知 JERA 武豊火力5号機 107.0 2022年度

島根 中国電力 三隅2号機 100.0 2022年

兵庫 コベルコパワー神戸第二 神戸新2号機 65.0 2022年度

愛媛 四国電力 西条新1号機 50.0 2023

神奈川 JERA 横須賀火力新1号機 65.0 2023

神奈川 JERA 横須賀新2号機 65.0 2024

長崎 電源開発 松島2号機IGCC改造 50.0 2026度

CCS付帯なし
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Sub-C

SC

USC

USC&IGCC新規

Sub-C新規

（年度）

石炭火力発電所 なお、新設中 1.5℃目標と整合せず

エネルギーミックス
２０３０年
石炭１９％
H・Am 1%

2050年参考値
原子力＋火力

30％～40％
H・Am 10％

2013.4 東京電力の火力電源入札に関する関係局長級会議とりまとめ

40年で廃止の場合
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石炭火力発電所CO2 40年･70％稼働・発電方式別排出量見通し（自家発を含む）
1.5℃目標と整合せず （石炭火力CO2排出量 年2億6000万トン/2019年）
石炭火力のCO2排出で日本の残余のカーボンバジェットを使い果たすことに

14

Sub-C

SC

USC

自家発

2030年GHG
2013年比46％減
石炭火力19％
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• ドイツの残余カーボンバジェットから、
気候変動法に定める2030年までの各セク
ターの排出量は、2030年までにほぼ使い果
たされる。その後には10億tも残されていな
い・・

・ドイツ一国のCO２残予算
世界の人口割で（1.1％）（232・233）

・将来の自由の制約の進路は、現在の
許容排出量で定められる。将来の自由
に対する影響については、進路を変え
ることができる現時点で、バランスの
とれたものにしなければならない。(192）

• 日本の場合 世界の1.6％（65億トン程度）

決定後のドイツ政府の改正法案提出
迅速な対応

2030年目標 1990年比55%
⇒6５％

2040年目標 同88％削減
ネットゼロ年を2045年に引き上げ

ドイツ：国の残余のカーボンバジェット量が訴訟における議論の前提に
ドイツ憲法裁判所決定(2021.3.24）2030年55％削減は不十分との根拠



「削減対策がとられている（abated)石炭火力」とはCCUS付帯
IEA：2050年ネットゼロに向けたセクター別ロードマップ

＊排出削減対策がとられている石炭火力
＝CCUSを備えた石炭火力

IEA 2050年ネットゼロシナリオ（ｐ193）

＊IEAシナリオにおけるアンモニア
削減シナリオでの寄与はほとんどなし

（図3.13)

＊OECD輸出ルール CCUS付帯が前提
OECD, “Agreement to limit support for coal related 

transaction”

P119 
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石炭火力は2020年の世界のエネルギー起源CO2の27％を占め、、亜
臨界石炭火力は2030年までに、CCUSを備えないすべての石炭火力は
2040年までに廃止される。

註：アンモニアは石炭火力プラントでの混焼及び専焼を含む。

（世界全体）



COP26グラスゴーで

04.11.2021
GLOBAL COAL TO CLEAN POWER
TRANSITION STATEMENT
石炭からクリーンな電力
への移行声明

ベトナム、インドネシア、
フィリピン、シンガポール、
韓国、ポーランドなど
46ヶ国が署名

既存の火力発電をゼロエミッション化し、活用するこ
とも必要です。日本は、「アジア・エネルギー・トラ
ンジション・イニシアティブ」を通じ、化石火力を、
アンモニア、水素などのゼロエミ火力に転換するため、
１億ドル規模の先導的な事業を展開します。

2020.1.17 通常国会所信表明演説でも、
水素・アンモニア アジア各国と共に主導していく
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2021.11.2 岸田首相演説

アンモニア混焼の仲間となる
有志のアジア各国とは？



JERA アンモニアの長期契約へ
国際競争入札
2027～40年 50万t/年
（2022.2.18プレスリリース）

碧南４、５号機？
横須賀火力？ 武豊火力？
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（基本政策分科会
2020.12.21資料）

エネ庁における2018
年時点のアンモニア
発電コスト試算

アンモニア20％混焼
12.9円/ｋWh

アンモニア専焼
23.5円/ｋWh

エネ庁のアンモニア混焼・専焼の2018年コスト試算。2030年、50年は？



石炭火力＋「非化石」グレーアンモニア＋CCSの不都合な真実

• アンモニア混焼・専焼、IGCC、CCSによるCO2排出削減の実態は？

• パリ協定・グラスゴー合意1.5℃目標との整合性は？

• CCSの潜在力、実現可能性は？

• 水素・アンモニア・CCSの経済性？

• 海外調達、海外依存のエネルギー安全保障上のリスク

• アジアにアンモニア混焼の需要は？

日本に根強い「再エネへの懸念」

• 電力供給力は？ 電力自給へ再エネ拡大。エネルギー自立へ

• 変動性再エネへの対応？ 対応策は多様・柔軟に

• 発電所建設コストの「投資回収」 長期的視点で損失を総合的に最小化

TransitionZero レポート「石炭新技術と日本」
（https://www.transitionzero.org/reports/advanced-coal-in-japan-japanese）
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